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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第10期
第３四半期
連結累計期間

第11期
第３四半期
連結累計期間

第10期
第３四半期
連結会計期間

第11期
第３四半期
連結会計期間

第10期

会計期間

自　平成22年
１月１日

至　平成22年
９月30日

自　平成23年
１月１日

至　平成23年
９月30日

自　平成22年
７月１日

至　平成22年
９月30日

自　平成23年
７月１日

至　平成23年
９月30日

自　平成22年
１月１日

至　平成22年
12月31日

売上高 （百万円） 149,335 147,008 61,882 58,969 194,834

経常損益 （百万円） 5,271 4,056 3,943 2,908 4,823

四半期（当期）純損益 （百万円） 2,958 1,547 2,342 1,529 2,149

純資産額 （百万円） － － 88,180 87,497 87,444

総資産額 （百万円） － － 119,841 114,827 111,675

１株当たり純資産額 （円） － － 1,998.851,982.541,982.01

１株当たり四半期

（当期）純損益
（円） 67.09 35.09 53.13 34.69 48.74

潜在株式調整後

１株当たり四半期

（当期）純利益

（円） 67.03 35.05 53.07 34.64 48.70

自己資本比率 （％） － － 73.5 76.2 78.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 15,897 10,394 － － 16,704

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △12,679 △8,789 － － △14,252

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,582 △2,021 － － △2,868

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） － － 6,614 5,144 5,561

従業員数 （名） － － 2,698 2,615 2,664

（注）１. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社における状況

　 平成23年９月30日現在

従業員数（名） 2,615（911）

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員を外数で

記載しております。

２．執行役員は、従業員数に含まれておりません。

　

(2）提出会社の状況

　 平成23年９月30日現在

従業員数（名） 1,589（526）

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第３四半期会計期間の平均雇用人員を外数で記載

しております。

２．執行役員は、従業員数に含まれておりません。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間における生産実績は次のとおりであります。

事業部門の名称 金額（百万円） 前年同四半期比（％）　

飲料事業 1,306 96.4

合計 1,306 96.4

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2）受注実績

　原則として受注生産は行っておりません。

　

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績は次のとおりであります。　

事業部門の名称 金額（百万円） 前年同四半期比（％）　

飲料事業 58,969 95.3

合計 58,969 95.3

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　相手先別販売実績において、総販売実績に対する当該割合が100分の10を超える相手先はありません。

　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績

  当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響による厳しい状況の中で、生産や個人

消費に持ち直しの動きが見られましたが、長引くデフレや円高の影響に加え、雇用情勢の悪化に対する懸念が残る

など、景気の先行きは不透明な状況で推移いたしました。

  清涼飲料業界におきましては、昨年の記録的な猛暑の反動もあり、販売数量は前年を下回る結果となりました。

  このような状況下、当社グループは「収益構造改革の実行」を基本方針とする中期経営計画「Re-birth 2011」

の最終年度として、継続的に経営基盤の強化に取り組んでおります。

  販売面では、最盛期にあたる第３四半期においてブランド力の強化、自動販売機開拓力の強化、地域密着体制

によるエリア戦略の強化に取り組みました。ブランド力の強化については、コカ・コーラ生誕125周年を記念した

製品や、懐かしさと新しさを訴求したメローイエローやスプライトの復刻レトロ製品を発売いたしました。自動販

売機開拓力の強化については、節電への積極的な対応と水分補給機能としての役割・責任を意識した提案活動を行

いました。エリア戦略の強化については、Jリーグなど地域スポーツとの連携を強化した活動や、エリア特性に応

じた取り組みを実行いたしました。

このような活動の結果、当第３四半期連結会計期間の業績といたしましては、売上高は589億69百万円（前年同期

比4.7％減）、営業利益は27億52百万円（前年同期比22.1％減）、経常利益は29億８百万円（前年同期比26.2％

減）、四半期純利益は15億29百万円(前年同期比34.7％減)となりました。

　

(2）財政状態　

　当第３四半期連結会計期間末の資産の部は、1,148億27百万円となり、前連結会計年度末に比べ31億52百万円増加

しました。これは主として、売掛金や短期貸付金が増加したこと等によるものであります。

　負債の部については、273億30百万円となり、前連結会計年度末に比べ30億99百万円増加いたしました。これは主と

して、買掛金が増加したこと等によるものであります。

　純資産の部については、874億97百万円となり、前連結会計年度末に比べ52百万円増加しました。これは主として、

配当金の支払等により利益剰余金が減少したものの、その他有価証券評価差額金が増加したこと等によるものであ

ります。　

　

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、51億44百万円となり、第２四半期連結会計期間末に

比べ15百万円増加しました。当第３四半期連結会計期間における活動ごとのキャッシュ・フローの状況は次のとお

りであります。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、主として税金等調整前四半期純利益や減価償却費があったこと等により、

66億68百万円の収入（前年同期比６億73百万円収入減）となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、主として短期貸付金の増加や有形固定資産の取得による支出があったこ

と等により、△57億38百万円の支出（前年同期比４億24百万円支出減）となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、主として配当金の支払があったこと等により、△９億14百万円の支出（前

年同期比１億77百万円支出減）となりました。

　

　

(4）事業上および財務上の対処すべき課題

　 当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題について重要な変更

および新たに生じた議題はありません。

　

　

(5）研究開発活動

　特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備計画の変更

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。

　

(2）重要な設備計画の完了

　前四半期連結会計期間末に計画していた設備計画のうち、当第３四半期連結会計期間に完了又は取得した重要な

設備は次のとおりであります。

　

提出会社

事業所名
（所在地）

事業部門の区分 設備の内容
投資額
（百万円）

完了年月
完成後の
生産能力

本社

（神奈川県横浜市西区）
飲料事業 販売機器 1,425平成23年７月～９月 －

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3）重要な設備の除却等

　前四半期連結会計期間末に計画していた設備計画のうち、当第３四半期連結会計期間に完了した重要な除却は次

のとおりであります。

　

提出会社

事業所名
（所在地）

事業部門の区分 設備の内容
除却帳簿価額
（百万円）

完了年月
除却等による
減少能力

本社

（神奈川県横浜市西区）
飲料事業 販売機器 88平成23年７月～９月 －

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(4）重要な設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 171,000,000

計 171,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成23年11月14日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 45,003,49545,003,495
東京証券取引所市場第一部

名古屋証券取引所市場第一部

単元株式数は

100株であります。

計 45,003,49545,003,495 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（平成21年３月27日定時株主総会決議および取締役会決議）

　
第３四半期会計期間末現在
（平成23年９月30日）

新株予約権の数（個） 134

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注）１

新株予約権の目的となる株式の数（株） 13,400

新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１

株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じ

た金額とする。

新株予約権の行使期間 平成21年５月12日～平成41年５月11日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額

発行価格　　１株当たり1,144円

資本組入額　　　　（注）２(6)

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当社の取締役および執行役員のいずれ

の地位をも喪失した日の翌日から10日間以内（10日目

が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約

権を行使することができる。

②　その他の条件については、当社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによ

る。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認

を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２
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（平成22年３月30日取締役会決議）　　

　
第３四半期会計期間末現在
（平成23年９月30日）

新株予約権の数（個） 201

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注）１

新株予約権の目的となる株式の数（株） 20,100

新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１

株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じ

た金額とする。

新株予約権の行使期間 平成22年５月11日～平成42年５月10日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額

発行価格　　１株当たり1,114円

資本組入額　　　　（注）２(6)

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当社の取締役および執行役員のいずれ

の地位をも喪失した日の翌日から10日間以内（10日目

が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約

権を行使することができる。

②　その他の条件については、当社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによ

る。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認

を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２

　

（平成23年３月29日取締役会決議）　　

　
第３四半期会計期間末現在
（平成23年９月30日）

新株予約権の数（個） 259

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注）１

新株予約権の目的となる株式の数（株） 25,900

新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１

株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じ

た金額とする。

新株予約権の行使期間 平成23年５月10日～平成43年５月９日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額

発行価格　　１株当たり1,010円

資本組入額　　　　（注）２(6)

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当社の取締役および執行役員のいずれ

の地位をも喪失した日の翌日から10日間以内（10日目

が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予約

権を行使することができる。

②　その他の条件については、当社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによ

る。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認

を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２
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（注）１　新株予約権１個当たりの目的たる株式数は100株であります。

２　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限ります。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限ります。）、株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

ります。）（以上を総称して「組織再編行為」といいます。）をする場合において、組織再編行為の効力発生

日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収

分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につ

き株式交換がその効力を生ずる日、および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいいま

す。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」といいます。）を保有する新株予約権

者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再

編対象会社」といいます。）の新株予約権をそれぞれ交付することとします。ただし、以下の各号に沿って再

編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交

換契約又は株式移転計画において定めることを条件とします。

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とします。

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ決定します。

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記

(3）に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金

額とします。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることがで

きる再編対象会社の株式１株当たり１円とします。

(5）新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとします。

(6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が

生じる場合は、これを切り上げるものとします。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資

本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とします。

(7）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとし

ます。

(8）新株予約権の行使の条件

新株予約権の行使の条件に準じて決定します。

(9）新株予約権の取得条項

当社は、以下の①、②、③、④または⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償

で取得することができます。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②　当社が分割会社となる分割契約または分割計画承認の議案

③　当社が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画承認の議案

④　当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ

とについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤　新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の

承認を要すること、または当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得

することについての定めを設ける定款の変更承認の議案
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成23年７月１日～

平成23年９月30日
－ 45,003,495 － 6,499 － 63,335

　

（６）【大株主の状況】

　当第３四半期会計期間において、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャルグループから平成23年９月20日付で大

量保有報告書の写しの送付があり、平成23年９月12日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けており

ますが、当第３四半期会計期間末における株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式

数の確認ができておりません。　

　氏名又は名称 　住所
所有株式数

（株）　

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）　

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行　 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号　 　406,605 　0.90

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　 　923,870 　  2.05

三菱ＵＦＪ投信株式会社　 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　 　74,500 　  0.17

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券

株式会社
東京都千代田区丸の内二丁目５番２号　 　878,423 　1.95

　

（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成23年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

　 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式  　895,100
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 44,011,900 440,119 －

単元未満株式 普通株式　　 96,495 － －

発行済株式総数 45,003,495 － －

総株主の議決権 － 440,119 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」および「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ

500株（議決権５個）および60株含まれております。

２．「単元未満株式」の欄には、当社保有の自己株式が63株含まれております。
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②【自己株式等】

　 平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

コカ・コーラ　セントラル　

ジャパン株式会社

神奈川県横浜市西区みなと

みらい二丁目２番１号
895,100 － 895,100 1.98

計 － 895,100 － 895,100 1.98

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
１月

　
２月

　
３月

　
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

最高（円） 1,1241,1371,2191,1491,1181,0771,1031,0831,098

最低（円） 1,0701,091 902 1,0751,0351,0401,063 982 1,005

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成23年７月１日から平成23年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成23年１月１日から

平成23年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平

成22年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成23年９月30日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あ

ずさ監査法人による四半期レビューを受けております。　
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,149 5,566

受取手形及び売掛金 16,371 14,005

商品及び製品 6,597 6,594

原材料及び貯蔵品 473 472

短期貸付金 14,264 12,243

その他 5,371 5,166

貸倒引当金 △58 △54

流動資産合計 48,169 43,994

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 15,038 14,807

販売機器（純額） 14,540 14,057

土地 18,684 18,684

その他（純額） 6,753 7,320

有形固定資産合計 ※1
 55,016

※1
 54,871

無形固定資産 1,301 1,223

投資その他の資産

その他 10,460 11,763

貸倒引当金 △120 △177

投資その他の資産合計 10,339 11,586

固定資産合計 66,657 67,681

資産合計 114,827 111,675

負債の部

流動負債

買掛金 9,085 5,580

未払法人税等 1,414 1,374

賞与引当金 1,131 －

役員賞与引当金 － 81

環境対策引当金 5 －

災害損失引当金 12 －

資産除去債務 6 －

その他 10,087 11,408

流動負債合計 21,745 18,446

固定負債

退職給付引当金 2,704 2,605

役員退職慰労引当金 43 48

環境対策引当金 76 82

資産除去債務 207 －

その他 2,552 3,049

固定負債合計 5,585 5,785

負債合計 27,330 24,231
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 6,499 6,499

資本剰余金 24,815 24,818

利益剰余金 57,237 57,277

自己株式 △1,209 △1,225

株主資本合計 87,342 87,369

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 103 29

評価・換算差額等合計 103 29

新株予約権 51 45

純資産合計 87,497 87,444

負債純資産合計 114,827 111,675
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 149,335 147,008

売上原価 92,323 89,001

売上総利益 57,011 58,006

販売費及び一般管理費 ※1
 52,251

※1
 53,576

営業利益 4,760 4,429

営業外収益

受取利息 50 35

受取配当金 22 23

持分法による投資利益 288 －

受取賃貸料 90 94

廃棄有価物売却益 66 82

ソフトウェア受益者負担金 51 －

雑収入 52 37

営業外収益合計 622 273

営業外費用

支払利息 17 14

持分法による投資損失 － 541

賃貸費用 32 33

株式費用 33 38

雑損失 28 18

営業外費用合計 111 646

経常利益 5,271 4,056

特別利益

固定資産売却益 ※2
 7

※2
 3

貸倒引当金戻入額 10 2

その他 3 －

特別利益合計 21 6

特別損失

固定資産除売却損 ※3
 424

※3
 331

投資有価証券評価損 － 225

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 187

地震対策費用 137 33

災害による損失 － ※4
 186

その他 2 5

特別損失合計 564 969

税金等調整前四半期純利益 4,728 3,093

法人税、住民税及び事業税 2,462 2,344

法人税等調整額 △691 △798

法人税等合計 1,770 1,545

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,547

四半期純利益 2,958 1,547
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年７月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 61,882 58,969

売上原価 38,670 36,054

売上総利益 23,211 22,914

販売費及び一般管理費 ※1
 19,679

※1
 20,161

営業利益 3,532 2,752

営業外収益

受取利息 10 10

受取配当金 3 4

持分法による投資利益 365 91

受取賃貸料 30 32

廃棄有価物売却益 24 36

ソフトウェア受益者負担金 0 －

雑収入 18 10

営業外収益合計 453 185

営業外費用

支払利息 5 4

賃貸費用 10 11

株式費用 9 11

雑損失 17 3

営業外費用合計 43 30

経常利益 3,943 2,908

特別利益

固定資産売却益 ※2
 5 －

貸倒引当金戻入額 7 1

その他 2 －

特別利益合計 15 1

特別損失

固定資産除売却損 ※3
 177

※3
 136

投資有価証券評価損 － 222

地震対策費用 85 4

災害による損失 － 30

その他 1 －

特別損失合計 264 393

税金等調整前四半期純利益 3,693 2,515

法人税、住民税及び事業税 2,202 1,687

法人税等調整額 △851 △702

法人税等合計 1,351 985

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,529

四半期純利益 2,342 1,529
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 4,728 3,093

減価償却費 7,278 6,397

貸倒引当金の増減額（△は減少） △23 △6

退職給付引当金の増減額（△は減少） 91 99

前払年金費用の増減額（△は増加） 412 388

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △50 △81

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2 △4

受取利息及び受取配当金 △73 △58

支払利息 17 14

持分法による投資損益（△は益） △288 549

固定資産除売却損益（△は益） 417 327

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 187

売上債権の増減額（△は増加） △4,580 △2,366

たな卸資産の増減額（△は増加） 260 △3

仕入債務の増減額（△は減少） 8,754 3,505

その他の資産・負債の増減額 △398 111

その他 △1 295

小計 16,547 12,447

利息及び配当金の受取額 267 101

利息の支払額 △17 △14

法人税等の支払額 △898 △2,116

その他の支出 △1 △23

営業活動によるキャッシュ・フロー 15,897 10,394

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △5,392 △6,447

有形固定資産の売却による収入 70 37

投資有価証券の取得による支出 △33 △4

投資有価証券の売却による収入 3 －

短期貸付金の純増減額（△は増加） △7,000 △2,000

貸付けによる支出 △161 △72

貸付金の回収による収入 120 139

その他 △286 △442

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,679 △8,789

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △1 △0

自己株式の売却による収入 0 0

配当金の支払額 △1,587 △1,587

その他 △993 △433

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,582 △2,021

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 636 △416

現金及び現金同等物の期首残高 5,978 5,561

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 6,614

※1
 5,144
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
　当第３四半期連結累計期間

（自 平成23年１月１日　至 平成23年９月30日）　

　会計処理基準に

　関する事項の変更

　（１）「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　

平成20年３月31日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより税金等調整前四半期純利益が１億93百万円減少しております。なお、営業利益お

よび経常利益に与える影響は軽微であります。また、当会計基準等の適用開始による資産除

去債務の変動額は224百万円であります。　

　

（２）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の　

　　取扱い」の適用　

　第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20

年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務

対応報告第24号　平成20年３月10日）を適用しております。

　これによる経常利益および税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。　

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間

（自 平成23年１月１日　至 平成23年９月30日）　

　（四半期連結損益計算書関係）　

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。　

　　

当第３四半期連結会計期間

（自 平成23年７月１日　至 平成23年９月30日）　

　（四半期連結損益計算書関係）　

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。　
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【簡便な会計処理】

　当第３四半期連結累計期間

　（自 平成23年１月１日  至 平成23年９月30日）

１.一般債権の貸倒

　 見積高の算定方法　

　貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会

計年度において算定した貸倒実績率等を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。　

２.棚卸資産の評価

　 方法　

　四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略し、前連結会計年度にかか

る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。

３.繰延税金資産およ

　 び繰延税金負債の

　 算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しましては、前連結会計年度末以降の経営環境等、かつ一時

差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末において使用した将来

の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。

　　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　当第３四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日　至 平成23年９月30日）

　　　該当事項はありません。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成23年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 115,334百万円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 115,135百万円

２　偶発債務

　以下のとおり従業員の債務を金融機関に保証してお

ります。

２　偶発債務

　以下のとおり従業員の債務を金融機関に保証してお

ります。

従業員 住宅ローン 0百万円 従業員 住宅ローン 0百万円

　

（四半期連結損益計算書関係）

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

販売手数料 10,525百万円

広告宣伝費及び販売促進費 3,588　

輸送費 7,743　

給与手当及び賞与 11,602　

退職給付費用 1,402　

役員退職引当金繰入額 17　

賞与引当金繰入額 1,070　

貸倒引当金繰入額 19　

減価償却費 6,054　

販売手数料 10,578百万円

広告宣伝費及び販売促進費 5,560　

輸送費 8,309　

給与手当及び賞与 11,171　

退職給付費用 1,423　

役員退職引当金繰入額 14　

賞与引当金繰入額 1,036　

貸倒引当金繰入額 3　

減価償却費 5,366　

※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

販売機器 2百万円 その他 3百万円

土地 5　 　 　　

　計 7　 　 　　

※３　固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。

固定資産除却損

※３　固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。

固定資産除却損

建物及び構築物 51百万円

販売機器 227　

その他 46　

計 324　

建物及び構築物 46百万円

販売機器 214　

その他 69　

計 331　

固定資産売却損   

建物及び構築物 42百万円

　

土地 57　

計 100　

　　

　　　　　　　　―――――――――――  ※４　災害による損失

　東日本大震災により被災した当社の神奈川県内に所

在する自動倉庫、事務所、建屋の修繕費および商品の

廃棄費等であります。

　なお、今後発生すると見込まれる費用として、合理的

に見積もりました引当金繰入額12百万円が含まれて

おります。　
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第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

販売手数料 4,000百万円

広告宣伝費及び販売促進費 1,604　

輸送費 3,325　

給与手当及び賞与 3,569　

退職給付費用 464　

役員退職引当金繰入額 5　

賞与引当金繰入額 1,070　

貸倒引当金繰入額 12　

減価償却費 2,078　

販売手数料 3,936百万円

広告宣伝費及び販売促進費 2,558　

輸送費 3,426　

給与手当及び賞与 3,242　

退職給付費用 453　

役員退職引当金繰入額 4　

賞与引当金繰入額 1,036　

貸倒引当金繰入額 3　

減価償却費 1,904　

※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 　　　　　　　　　―――――――――

販売機器 0百万円 　

土地 5　 　

　計 5　 　

※３　固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。

固定資産除却損

※３　固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。

固定資産除却損

建物及び構築物 1百万円

販売機器 60　

その他 14　

計 77　

建物及び構築物 33百万円

販売機器 92　

その他 10　

計 136　

固定資産売却損 　　

建物及び構築物 42百万円

　

土地 57　

計 100　

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年９月30日現在）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年９月30日現在）

現金及び預金 6,619百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △5　

現金及び現金同等物 6,614　

現金及び預金 5,149百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △5　

現金及び現金同等物 5,144　
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　

平成23年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期連結会計期間末

普通株式（株） 45,003,495

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期連結会計期間末

普通株式（株） 895,283

　

３　新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　　親会社　　51百万円

　

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年３月29日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 793 18平成22年12月31日平成23年３月30日

平成23年８月２日

取締役会
普通株式 利益剰余金 793 18平成23年６月30日平成23年９月９日

　

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当第３四半期連結累計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日　至 平成22年９月30日）及び前第３四半期連結累計期間

（自 平成22年１月１日　至 平成22年９月30日）

　飲料事業の売上高、営業利益の金額はいずれも全セグメントに占める割合が90％超のため、事業の種類別セグ

メント情報の記載を省略しております。　　

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日　至 平成22年９月30日）及び前第３四半期連結累計期間

（自 平成22年１月１日　至 平成22年９月30日）

　在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。　　

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日　至 平成22年９月30日）及び前第３四半期連結累計期間

（自 平成22年１月１日　至 平成22年９月30日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。　　

　

【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日　至 平成23年９月30日）及び当第３四半期連結会計期間

（自 平成23年７月１日　至 平成23年９月30日）

　当社グループは、「飲料事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。　

　

（金融商品関係）

　　　　当第３四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）

　金融商品は、事業の運営において重要なものとなっておりますが、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

が認められないため、記載を省略しております。　

　

（有価証券関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）

　　企業集団の事業の運営において重要なものでないため、記載を省略しております。　

　

（デリバティブ取引関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）

　　該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間　（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）

当第３四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

　当第３四半期連結会計期間（自 平成23年７月１日　至 平成23年９月30日）

　　該当事項はありません。
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（資産除去債務関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）

　企業集団の事業の運営において重要なものでないため、記載を省略しております。　　　　　

　

（賃貸等不動産関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）

　企業集団の事業の運営において重要なものでないため、記載を省略しております。　
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（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成23年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

１株当たり純資産額 1,982円54銭 １株当たり純資産額 1,982円01銭

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　　第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純利益 67円09銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 67円03銭

１株当たり四半期純利益 35円09銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 35円05銭

（注）１株当たり四半期純損益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純利益 　 　

四半期連結損益計算書上の四半期純損益

　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）
2,958 1,547

普通株式に係る四半期純損益　　　　（百万円） 2,958 1,547

普通株主に帰属しない金額　　　　　（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数　　　　　　（千株） 44,095 44,104

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　 　

四半期純利益調整額　　　　　　　　（百万円） － －

普通株式増加数　　　　　　　　　　　（千株） 35 50

　

　　　　　　第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純利益 53円13銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 53円07銭

１株当たり四半期純利益 34円69銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 34円64銭

（注）１株当たり四半期純損益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純利益 　 　

四半期連結損益計算書上の四半期純損益

　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）
2,342 1,529

普通株式に係る四半期純損益　　　　（百万円） 2,342 1,529

普通株主に帰属しない金額　　　　　（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数　　　　　　（千株） 44,096 44,108

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　 　

四半期純利益調整額　　　　　　　　（百万円） － －

普通株式増加数　　　　　　　　　　　（千株） 46 59

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）

　　該当事項はありません。

EDINET提出書類

コカ・コーラ　セントラル　ジャパン株式会社(E00423)

四半期報告書

25/29



２【その他】

　第11期（平成23年１月１日より平成23年12月31日まで）の中間配当については、平成23年８月２日開催の取締役会

において、平成23年６月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いた

しました。

(1）中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　 793百万円

(2）１株当たり中間配当金　　　　　　　　　　　　　　　　　18円

(3）支払請求権の効力発生日および支払開始日　　平成23年９月９日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 

平成22年11月12日

コカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

　

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　　本　　哲　　也　　印　

　

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　　口　　直　　志　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコ

カ・コーラセントラル ジャパン株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年

度の第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第３四半期連結累計

期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結

貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、コカ・コーラセントラル ジャパン株

式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計

期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状

況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない

。

　

以　上　

　 

　
（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 

平成23年11月11日

コカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

　

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　　本　　哲　　也　　印　

　

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　　口　　直　　志　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコ

カ・コーラセントラル ジャパン株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年

度の第３四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成23年９月30日まで）及び第３四半期連結累計

期間（平成23年１月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結

貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、コカ・コーラセントラル ジャパン株

式会社及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計

期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状

況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない

。

　

以　上　

　 

　
（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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